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近年、地球温暖化などの地球環境問題が頻繁に取り上げられるようになってから、「環境

経営」や「ＣＳＲ」という言葉をよくニュースや新聞で目にするようになった。私たちは

この環境経営について調べていく過程で、三重県の山中にあるモクモクファームという企5 
業の存在をはじめて知った。モクモクファームは優れた環境経営を行っていることで注目

されており、多くの顧客を集め地域の活性化に大きく貢献している。本文ではなぜ企業は

環境経営、ＣＳＲを重視しなければならないのか、ファームの環境経営は何が優れている

のかといった点を明らかにしていくことを通じて、環境経営における企業の地域密着がい

かに重要かを論じていく。 10 
まず、第 1 章では環境経営やＣＳＲの概念や現在行われている取り組みを挙げ、企業に

とっての地域社会、コミュニティの必要性を述べていく。続いて第 2 章で優れた環境経営
を行い、地域社会との共生を果たしている企業の実例としてモクモクファームを取り上げ、

モクモクファームが成功した要因や今後の課題について論じていく。最後に第 3章では第 1
章、第 2 章を踏まえて、これからの環境経営の展望と課題を論じていき企業、地域社会、15 
自然環境の３つの持続可能な発展のために必要であることを明らかにしていく。 
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現在、我々が住む地球では温暖化、大気汚染、砂漠化といった様々な環境破壊が進んで

いる。これらの地球環境問題の発生原因は人類の経済活動に起因しており、社会経済を構

成する全ての経済主体、すなわち政府、企業、家計の 3 者が環境に配慮した行動をとるこ
とが求められている。これらの経済主体の中でも重要となってくるのが企業の果たす役割

である。なぜなら、これら 3 者の中で地球環境に最も大きな負荷を与えてきたのは企業で25 
あり、なおかつ地球環境問題解決のために必要な資産や人的資源、技術力などを有してい

るのも企業だからである。今日、企業には地球資源の使用量を減らし環境負荷を削減して、

経済価値と環境保全の両立を目指すという経営方法、すなわち環境経営を行うことが求め

られているのだ。また、顧客の環境に対する意識も高まっており、顧客が企業の環境対策

度合いを基準として選別、差別化を行うという傾向がある。つまり環境に配慮しない企業30 
は 21世紀には市場から駆逐されていくことになるのだ。逆にいえば環境への配慮を重視す
る企業こそが優位に立てるということである。 
企業が環境経営の取り組みとしている実践的内容は様々である。 
まず一つ目に３Rと言われるものがある。これはレデュス、リユース、リサイクルによ
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って循環型社会を形成し、環境への負荷をできる限り低減しようとすることである。これ

によって天然資源の消費を抑制することができるのだ。 
二つ目に環境報告書が挙げられる。これは企業が環境経営に取り組む際に発生する様々

な課題への取り組みを主要企業において環境報告書として広く開示することである。環境

報告書には環境理念、方針、組織体制、環境会計、環境効率、開発設計での取り組み、生5 
産での取り組み、リサイクルへの取り組み、ISO１４００１、ライフサイクル・アセスメン
ト、地域社会との関係、環境教育、第三者意見というような項目が組み込まれている。 
グリーン購入とは製品や部品などの購入の際に、環境効率や環境保全に貢献する製品・

部品などを購入しようとすることである。これには消費者が消費財を購入する場合にでき

るだけ環境負荷の少ない製品を購入しようとする動きと、企業が生産財を調達する際に、10 
環境負荷の少ない生産方法の部品・材料や環境負荷の少ない生産方法の部品・材料を購入

するという 2つの側面から行われている。 
これらの他にも ISO シリーズ、環境会計、ライフサイクル・アセスメント、エコデザイ

ンといった活動があり、企業はこれらの活動を通して環境負荷を低減させる必要があるの

だ。 15 
また、経済の主体が何らかの行動を起こす場合、そこには、社会的な責任(CSR)が常に付

いて回る。企業は、社会を構成する一員であり、持続可能な社会を構築する取り組みに積

極的に参加し、責任を果たすことが求められている。この CSR の要素とは、社会、環境、
労働、人権、品質、コンプライアンス、リスクマネージメントなどである。そして、環境

白書(平成 18 年度版)では、企業の社会的責任の定義は「企業は社会的な存在であり、自社20 
の利益、経済合理性を追求するだけでなく、ステークホルダー全体の利益を考えて行動す

べきであるとの考え方であり、法令の遵守、環境保護、人権擁護、消費者保護などの社会

的側面にも責任を有する。」とある 
環境負荷の深刻さが明確になるにつれて、生産活動の主体である企業の役割に対する社

会の期待は大きくなり、企業の活動に対する規制も強まった。社会は、企業に対して多く25 
の社会的責任を明確に求めるようになってきている。環境経営は単に環境負荷を削減する

ことが求められているというよりは、社会の中でその役割をはたす企業の社会的責任の一 

環として考えられつつある。 
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地域社会とは単なる個人家庭を取り巻く小さな社会でもなければ一定の行政区画をさす

言葉でもない。地域社会は｢目的を持って集まったのではなく、居住地域を共通にすること

によって生態学的な関係を生じた住民の地縁社会｣と定義され、コミュニティは｢地域性｣と

｢関心の共同性｣によって定義されている。かつて地域社会は、人々の価値観や行動様式を

規定するものであり、地域的近接があれば共同的関心が形成されたが、今日ではその関係35 
性が変容してきたため、辞書に定義される｢一定の社会的特長を持った地域的範囲の上に成
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立している生活共同体｣といったようなことだけでは理解することはできない。またコミュ

ニティもかつては｢地域社会｣という意味だけでなく利害・宗教・国籍・文化などを共有す

る｢共同社会｣あるいは｢共同体｣の意味を含んでおり、地域性と共同性がイコールであった

かつてにおいては地域社会＝コミュニティとすることができていた。しかし、近代社会に

なると、交通・通信などのコミュニケーション・メディアの拡大に伴ってコミュニティに5 
おける地域性と共同性は切り離され、コミュニティは共同性を失って単なる場所として地

域社会となったり、逆に地域性の束縛を離れて観念化された共同社会になったりしている。

このように、地域社会やコミュニティには多義的な意味が含まれており、近代社会におい

て地域社会＝コミュニティとすることができない。そこで地域社会は｢地理的あるいは空間

的概念｣として定義し、コミュニティは｢地域社会にある特性、あるいは特性をもった集団｣10 
と定義する。 
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現在、CSR という概念が広まっていく中で、企業による地域社会への関心や注意、認識

が遅れてしまうという問題が浮上している。その原因は顧客や社員、株主などは特定する15 
ことも可能なステークホルダーであるが、地域社会には多様な主体（人間）が含まれてい

て特定しにくいためである。また近代社会にみられる大きな特色の一つとして一人の人間

が同時にいくつもの社会集団に属しながら生活しているということも大きな要因であると

言える。企業が地域社会やコミュニティを認識することはなぜ必要なのだろうか。 
地域社会への活動として欧州でも米国でも熱心に取り組まれている企業の社会的責任投20 

資（SRI）や CSR 企画の検討過程でも、企業活動の重要な社会的側面としてコミュニティ
への貢献や支援が盛り込まれている。例えば米国有力 NPO である BSR の評価軸には、コ
ミュニティの経済的発展への貢献領域として、「コミュニティ・パートナーシップ」「未熟

練労働力の雇用」「「マイノリティと女性のための事業開発」「ボランティア活動と勤務免除」

などがあげられている。これらは「貢献活動」というよりも「投資活動」と捉えなおさな25 
くてはならない。このような事業領域は従来政府・自治体や NPOの分野として理解されて
きたが、様々な行政の役割縮小が図られる中、コミュニティ課題の解決に企業も企業市民

として参加することを期待されるようになった。地域社会を保護し、活性化させ、発展さ

せることが企業に求められているのだ。 
どの企業も地域を含む地球環境から資源を搾取し、消費し、その後地球環境に廃棄して30 

いる。このことがエネルギー枯渇につながるだけでなく、大気、水質、土壌の汚染を引き

起こし、われわれ人類の持続可能性を脅かしている。このような地球環境問題にとって、

地域社会における環境への取り組みは不可欠である。また人類にとってのサスナビリティ

（持続可能性）とは、地域社会に居住する一人ひとりが引き続き生活できるかどうかにか

かわる問題である。このため、企業は環境面において近隣のごみ問題、地域からの食糧入35 
手方法、水やエネルギーの利用といった大小様々な分野の環境問題を地域住民が主体とな
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って着手していくよう先導し、生活面において古くからの習慣や文化を企業は尊重し守っ

ていく必要がある。 
コミュニティには友人同士といった狭域コミュニティ、学区や住区から成る広域コミュ

ニティ、地域性に束縛されず共通の文化や関心を共有する社会集団であるネットワーク型

コミュニティといったものがある。ネットワーク技術が発展した現在ではネットワーク型5 
コミュニティが大きな力を持っており、これにはグローバルな事業活動を展開する企業グ

ループや環境保護団体も含まれる。この共同性によって形成されるネットワーク型コミュ

ニティの活動範囲や影響力は極めて強大であり、企業と摩擦を引き起こす可能性が高いの

である。逆に言えば、この強大なコミュニティの支持を得ることができればその分野にお

いて大きな影響力を得ることができ、さらには摩擦を生みだす心配がなくなるのである。 10 
地球環境問題の解決は環境と共生した社会づくり、古くから根付いている文化や生活習

慣といった生活環境に配慮した地域づくりの成否にかかっており、「住民が住み続けたい、

またいつか住みたいと思われるような地域」を作っていくことが、最終的に地域環境の持

続可能な発展の実践につながると言える。そのために企業はコミュニティ活動を支持し、

時には自ら参加していくことが重要なのである。それによって地域環境を守ることになり、15 
地域環境の持続手可能な発展につながるのだ。 
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モクモクファームとは、三重県伊賀市(旧阿山町)にある、豚をキャラクターにした農場テ

ーマパークである。1987年に設立され、年間 50万人の来場者数を誇り、売上は年間約 36
億円にものぼる。従業員は平均年齢 2627歳であり、多くの若者が農業公園の経営に携わ
っている。 
養豚団体を前身とするモクモクファームは養豚を通じ『安心・安全・手作り』といった25 

意味を持つブランド力を築いていった。今ではその考えを基礎に『モクモク 7つのテーゼ』
という確固とした経営理念を打ち出し、地域活性化や農業復興、自然保護といったことに

重点を置いた経営を行っている。 
事業として、来場者自身の手でソーセージやパンの手作り体験が出来るものや地ビール

工房、農園での作業体験が出来るもの、『ファーマーズマーケット』という名の地元地域の30 
農家の人たちが自作の農産物を持ち寄り、販売を行うことが出来る場などを設けている。

これらは来場者に様々な事を直接体験してもらい農村文化に興味を持ってもらう、地元農

家の人に自作の農作物を販売する場を提供することによる地域貢献・活性化を図る、とい

うようなことを目的とした事業となっている。 
ファームが行っている環境対策として、ファーム内の売店では使い捨ての備品は使わず、35 



 6 

ガラスやプラスチックといった洗うことで再利用が可能な備品を用いることや、自動販売

機を設置しないことでゴミになるような物を極力減らし、更にモクモクファーム内にはご

み箱を設置せず、ゴミが溜まる場所さえ設けないようにしている。これらの事は使い捨て

の備品を用い、ゴミ箱を設置していた以前と比べるとゴミの総量を 5 分の１以下にしてお
り、大幅なゴミの削減に成功している。また、贈答用品には無駄な緩衝材を使用しない『環5 
境 BOX』という箱を採用し、顧客に環境 BOX の事を理解した上で購入してもらうことで
環境に対して意識を持ってもらうといった効果を持つ。この環境 BOXの蓋に「環境に配慮
しているため、緩衝材を使用していない」という注意書きを添えておくことで、送られた

側にも環境保護の意識付けを行う事ができ、環境 BOXは広範囲に環境保護意識を伝染させ
ることが可能となっている。更には、ファーム内に 4 つの風車を設置し風力発電での電力10 
供給行っている。この 4 つの風車による風力発電で得られる電力は全体の極僅かであり、
風力発電で作られた電力で使用可能な事を明示しておく事で来場者に電気の大切さを伝え

る役割を果たしている。また宿泊施設の TVに電力使用量、電力使用宿泊施設ランキングを
提示するチャンネルを設置することで、宿泊利用者に節電といったエコロジーな行動を意

識させるという工夫を行っている。 15 
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モクモクファームは養豚団体が基となり経営をスタートした。そのため従業員たちは農

業の経験がなく、農業経験者である地元住民に教えを請い、農業を通じて関係・交流を深

めていった。現在でも豚・牛のための飼葉の提供など、地域の人たちの協力が無ければ経20 
営を行うことは出来ない。そのため地域との関係をより良くしていく必要があり、親しく

なるために地域住民と会話をすることが重要なのである。会話を行うための一つの対策と

して自動販売機を置かず、対面販売を行うことで少しでも会話を行うための空間づくりを

行っている。また、耕作面積が少なく、市場に販売するだけの農作物がない地元農家のた

めにファーマーズマーケットを設置している。これは地元農家が自ら価格を決定すること25 
が出来る場であり、小さいながらも家計の足しとなり、高齢の農家にとっての生き甲斐と

なっているのだ。更にはこのファーマーズマーケットに行くために、70 歳の高齢者が自動
車免許を取得するなど地域活性化の役に立っていると言える。 
このファーマーズマーケットが支持されている要因として、農家の収入が大幅な赤字に

なっているということが挙げられる。これは仲介業者を挟み、販売を委託することで末端30 
価格が下げられ、またその値下げに抵抗出来ないでいるということが原因となっているの

だ。そのためファームは農家に対し自作・自売、そこから生まれるブランド力の形成の為

のモデルケースとなり、地元地域の農家の自立を支援するという事を行っている。しかし、

地域ブランドの形成、地域農家の自立は容易ではなく、実行不可能な農家が多い。その際

には、ファームが地元農家をファームのための作物提供者とし、高値で農作物を購入する35 
ということを行っている。これにより市場に出すよりも収益が大きくなり、地元地域の農
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家を助けられる。しかし、地元地域の農家ならどこでも受け入れるという訳ではない。フ

ァームに作物提供を希望する農家と年 4 回話し合いを行い、その中でファームの理念や考
えに賛同出来ない農家とは契約を打ち切ることにしている。 
また、地域交流として地元地域の農家に堆肥を無料で提供するということも行っている。

この堆肥は、ファームのリサイクル委員会という団体が活動して実現した堆肥で、ファー5 
ムで出た生ゴミから出来ており、環境保護と地域貢献の二つを兼ねた行動であると言える。 
ファームには全国に 3 万人もの会員がおり、彼らのようなファームのコミュニティとも

言える集団を通してファームはより自然に優しく、地域に愛される農業公園を造っていっ

ている。例えば、会員限定で田植えなどを体験し、地元の人と交流を持ってもらうことに

より地域活性化を図り、参加した会員にも農業の大切さを伝えている。コミュニティメン10 
バーの行動や意見が実際にファームを動かす力となっているのだ。 
ファームの経営は地域の協力なくしては成り立たない。地域住民の「余所者を受け入れ

てくれる心」が来場者を満足させ、さらに多くの来場者を生み、そして大きな利益が生ま

れる。そのためにも地域住民と相互に理解し合い、より良い関係を結び、welcome の精神
を持ってもらう必要があるのだ。 15 

 
 �¢���£�Þ�«�Þ�«�Ñ�•�”�Ü�w�]�J�q�\�•�T�’ ��
食の安全を掲げ、地域交流・地域活性化をテーマとし、経営していく中で、非常に難し

い問題が存在する。それは食の安全を保ち、より品質の高い商品を作っていく中で地元地

域の作物をどの程度採用するかということだ。例えば、現在採用している地元地域の農作20 
物と比べ、より健康で品質の良い他地域の農作物が出てきた場合、より良い商品を作るた

めには他地域の農作物を使用するべきである。しかし、そうすると地域の農家の収入が減

少し、地域との関係が薄くなり、地域は鎮静化してしまう。このことは農園運営方法と地

元文化の関係にも言える。より集客が見込まれる運営法を発見し採用した場合、それが古

くから根付いている地域文化と相反していれば地域住民は反感を抱き、農園運営に支障を25 
きたしてしまう。経営理念と地域交流・活性化のバランスを取ることは非常に難しいが、

ファームが事業運営していく上では軽視出来ない問題である。 
先程紹介したリサイクル委員だが、活動が出来ていないのが現状である。主な理由とし

てリサイクル委員会のみならず、スタッフ全体のリサイクル・エコに対する意識が低いこ

とが挙げられ、委員会のメンバーを中心として私生活から意識を高めていくことが重要で30 
あると言える。 
そのような中で現在、ファームは新たな取り組みを行っている。それはエコロジーな養

豚を全て自らの手で行うということだ。そのためにリキッドフィーディングというファー

ム内で出た残飯を液状の豚の餌とし、それを食べた豚を人が食し、その残飯をまた豚が食

するといった循環型飼育方法による飼育方法への着手。そして、バイオガスプラントとい35 
う養豚所で出る悪臭を電力に変えビニールハウスなどで使用する電力へ変換するという技
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術の確立といったことを行っている。これらの技術は 2、3 年後には確立する予定であり、
確立すれば飼育の過程から生まれる廃棄物などを再利用することが出来るようになり、よ

り環境に優しいファームを作ることが出来るだろう。 
また、将来の夢として消費者参加型農業も構想している。消費者参加型農業とはあらか

じめ一年分の料金を支払い、農家が毎週レクチャーしながら農業を指導していくというも5 
のや、毎日消費者が畑に来て好きなものを植えて、農家と一緒に農業を楽しむというよう

なことであり、東京ではすでに一般の市民農園を越えた形態のものが登場し始めている。

現在ファームで来場者が行っている農業体験は散発的で非日常的なものなので、将来的に

は従業員と消費者のどちらが農場経営を行っているのかわからないような農場のあり方を

目指している。 10 
今日、ファームでは来場者に様々な体験を通した思い出を商品としている。これは自然

環境の素晴らしさや自然に関わることの楽しさを思い出に残すことで、訪れた子供たちが

大人になった時に自然や農業の重要さを思い出し、それを守ることを意識してもらうため

の先行投資になると言える。昔と違い現代ではスーパーに行けば卵や牛乳がパックに入っ

て売られており、野菜や肉が人の手で加工され所狭しと並んでいる。食べ物は自然という15 
言葉から遠い物となってしまっているのである。だからこそファームが現代の子供たちに

は私たちがいつも食べているものが全て人の手で生み出されているではなく、自然から生

まれているという当たり前のことを伝えなければならないのだ。 
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企業は、地域社会があってこそ成り立っており、「地域社会から受け入れられる存在」「地

域社会をより良いものにしていく存在」であることが求められる。地域社会に密接した活

動は、企業がその地域との信頼関係を築き、共存・共栄していくためにも最低限必要な活25 
動と言える。 
企業の地域活動としては、施設の開放、お祭りやイベントなどの地域活動への参加およ

び開催、災害などの支援活動に加え、社員による町・河川海岸の清掃、小中学校に出向く

出前授業などがある。 
モクモクファームでは、農業を通して「人と人とのつながり」そして、「自然から生かさ30 

れていること」を社会と共有するよう活動し、貢献している。しかし、これはモクモクフ

ァームから地域社会への一方的なものではない。人と人とのコミュニケーションが希薄と

なっている現代社会において、人的ネットワークの広がりは個人と企業双方にとって大き

な財産となる。社員が地域での活動を通じて社会参加し、日常の業務では得られないネッ

トワークを構築することにより新たな発見があり、社内の活性化、社員のモラル向上、仕35 
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事に対するモチベーション向上、あるいは多様で創造的な人材の育成という効果が期待で

き、結果として企業が社会に新たな価値を創造し、企業の競争力が高まっていく。すなわ

ち、その企業に属する環境に限定されず多様性を知る社員を育成するには、企業がその地

域やコミュニティから学ぼうとする姿勢、さらには社員が多種多様な社会に参加していく

ための制度が必要である。 5 
グローバル化の進展に伴い、グローバルな視野を持つことが重視されがちであるが、ま

ずは自分たちが暮らしている地域社会の課題を知り、その課題解決に向けて企業が自社の

強みを活かして何ができるのかを考え、実行していくことが大切である。 
地球環境問題は特に巨大で複雑で不確実性を伴う問題である。たとえば地球温暖化の問

題は、気候変動、自然災害、生物多様性、食糧問題など多くの問題と関連しあっている。10 
そして地球レベルの温暖化は地域の気候変動をもたらし、地域の食糧生産、生物多様性な

どに影響を与える。その一方で、地域の環境問題は地球レベルの問題に影響を与えている。

このように地域とグローバルな問題は互いに影響しあっている。つまり、企業は地域社会

で共存・共栄していく時点において、地球環境問題に従事しなければならない。もはや現

代企業経営に環境は不可欠であり、環境問題に取り組むことがビジネスそのものである。 15 
地域社会に接する以上、また将来企業がその活力となる人材を得るために、次世代育成

にも取り組む必要がある。教育再生は政府の政策だけの問題ではない。家庭人でもある企

業の社員は、当然わが子の教育の当事者でもある。すなわち、子供たちが大きな夢をもち、

その夢を実現できる力を身に付けるために、企業が自ら教育の当事者意識を持って、教育

の充実に積極的に協力すべきであり、また社員の子共にも充実した教育を与えられるよう20 
な環境づくりを促進していくことは、企業の大きな社会的責任であるといえる。 
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2000年にグローバルインクという組織が国家の GDPと企業の GDPを比較した。その結
果、上位１００位のうち、５３が企業で、４７が国家であった。既に企業たちのほうが、25 
世界を動かす力は強い時代になっているのである。具体的に、大企業で上位に入ってくる

のは、エクソンモービル（石油会社）、ウォルマート（スーパーマーケット）、ジェネラル

モーターズ（自動車）、三菱商事（総合商社）、トヨタ自動車、などで、もはやそうした企

業たちの力は、平均的な国家の力を大きくしのぐほどになっている。このため、そのよう

な大きい影響力をもつ企業も社会的な責任を担うべきだ、という機運が非常に大きくなっ30 
た。地球環境問題にとどまらず、私たちの暮らしの安全・安心を妨げるすべての社会問題

を、企業が自らの問題として引き受け、積極的に関与していくことができれば、より多く

の問題が解決される。当然、その企業も社会から支持されるという好循環が生まれるはず

である。これからの時代は、企業が社会問題を引き起こすのではなく、企業によって社会

問題を解決していくことが期待される。社会からの信頼と尊敬を集めていく企業のみが、35 
「良い企業」として評価され、消費者からも選ばれる時代が来るのである。 
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その中で社員一人ひとりが社会に関心を持つことによって、社内に柔軟性ある創造的な

文化を次第に作り出す。社会貢献活動を通して得た知識や経験、地球環境に対する問題意

識を企業活動に活かしていく。企業と社会との接点を拡大しながら進めていく活動は、CSR
をより地域や人に根ざしたものにすることができる。企業は個人や多数の非営利団体より

も資金的にも人材的にも恵まれた環境にあり、政府機関よりも制約が少なく柔軟に発想し、5 
活動することができるため、企業の役割は、その特性を生かして政府や非営利団体の活動

を時にはリードし、時には側面から支え、世の中の大きな潮流を作り出すことだと考える。 
第 1章で触れられた「企業の社会的責任（CSR）」は、これまでの「より豊かな社会」の

実現に向けて行ってきたビジネス活動の方向性を「より持続可能な社会」の実現に転換さ

せ、様々に立ちはだかる社会問題（要因）を取り除くというものであると考える。この CSR10 
の“C”が corporate＝企業と訳される誤解がある。このままでは企業に全責任を押し付け
るような発想に繋がりかねないのだ。辞書で引いてもらうとわかるが corporate＝「団体の、
団結した、地域的な」という日本語訳が書かれている。すなわち、CSR の“C”とは、あ
りとあらゆる組織を意味し、本来の CSR とは、企業の本質にまで見直しを求めるもので、
地球、社会、企業を持続性ある体質に作り変えるものである。 15 
さらに、CSR の本質が示していることは、社会を持続性ある体質に作り変える上で、社

会の大きな変革点に立っているということであり、CSR の本質を私たちが理解して行動す
ること、企業・自治体・国に任せておくだけでなく、私たち生活者自身が行動に移すこと

を求めている。つまりは、個人の行動から生まれる地域レベルでの発展が、持続可能な社

会という言葉に現実味を与え、より短期的な見通しを提供するのだ。 20 
個人が変われば、それに伴い企業、社会、世界へと変わっていく。企業、自治体、国に

任せておくだけでなく、決して一様ではない世界の中で、必要なのは常に自分を磨き、自

分の行為を見つめなおし、人々の話に耳をかたむけ、常に変化しているその状況、その時

点で何が良いかを考え、そして進んでいくことであろう。 
 25 
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様々な調査を行っていく中で、企業が行うことのできる環境対策のほとんどが建前とし

てその企業の「イメージアップ」に多く使われている、という私たちの固定観念が是正さ

れて、これによって創られた私たちの企業観は、私たちの将来を明るく照らし、私たちの30 
視野をより一層広くするものとなった。 
そして、様々な地球規模の問題に発展する可能性のある地球環境問題は、私たちにとっ

てあまりにも巨大で、解決しようとする努力が不十分なために、今何をすればいいかを考

えるにあたり、地球環境の悪化の程度を議論することは、ほぼ無意味である。非常に多く

のことを、これまでよりもうまく、より早く、はるかに徹底的に行わなければならないの35 
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は明らかであり、このことは自然によって生かされている人間である以上、否定すること

はできない。本論文は私たちが現在、環境に対する行動の必要性や行動そのものを考え直

すきっかけとなったのだ。 
最後に、このメンバーとの出会いの場を作り、行動する中から学ぶことを絶えず促して

くれた足立ゼミへ、深く感謝したいと思う。これからもメンバー共々、普段の生活から多5 
くのことを学び、行動しなければならない事を覚悟し、より一層たくましくなっていきた

い。 
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